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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第２四半期連結
累計期間

第63期
第２四半期連結
累計期間

第62期
第２四半期連結
会計期間

第63期
第２四半期連結
会計期間

第62期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 5,261,6876,771,0502,772,7083,366,97711,408,217

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△570,979 139,385△304,704 134,793△347,539

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△252,393 99,052△201,671 101,907△114,265

純資産額（千円） － － 17,714,79117,491,71317,612,038

総資産額（千円） － － 20,658,05420,953,69920,786,220

１株当たり純資産額（円） － － 1,274.361,258.321,266.97

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△18.15 7.12 △14.50 7.33 △8.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 85.8 83.5 84.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
214,662 792,024 － － 866,684

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
462,743△353,404 － － 4,550

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△88,767△104,315 － － △192,243

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 3,041,1033,376,5493,115,024

従業員数（人） － － 1,002 1,010 981

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第62期第２四半期連結累計（会計）期間及び第62期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．第63期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,010(185)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）からグループ外への出向者を除き、グ

ループ外から当社グループへの出向者を含む。）であります。

２．従業員数欄の（　）は、臨時雇用者（パートタイマー、嘱託及びエルダースタッフ）の当第２四半期連結会計

期間の平均人員であり、外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 582 (87)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２．従業員数欄の（　）は、臨時雇用者（パートタイマー、嘱託及びエルダースタッフ）の当第２四半期会計期間

の平均人員であり、外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）

日本（千円） 2,668,681 －

インドネシア（千円） 258,627 －

米国（千円） 2,538 －

欧州（千円） － －

中国（千円） 215,868 －

報告セグメント計（千円） 3,145,715 －

その他（千円） － －

合計（千円） 3,145,715 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 (2) 受注状況

　 当第２四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

日本（千円） 2,610,909 － 879,238 －

インドネシア（千円） 294,640 － 135,645 －

米国（千円） 216,977 － 112,703 －

欧州（千円） 170,286 － 153,052 －

中国（千円） － － － －

報告セグメント計（千円） 3,292,814 － 1,280,639 －

その他（千円） 3,630 － － －

合計（千円） 3,296,444 － 1,280,639 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）

日本（千円） 2,657,179 －

インドネシア（千円） 301,615 －

米国（千円） 207,923 －

欧州（千円） 196,629 －

中国（千円） － －

報告セグメント計（千円） 3,363,347 －

その他（千円） 3,630 －

合計（千円） 3,366,977 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．主要な販売先については、総販売実績に対する割合が10％以上に該当するものがないため記載を省略してお

ります。

　

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1) 業績

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、在庫調整の進展や海外経済の改善に牽引される形で輸出、生

産が増加するなど、一部で景気回復の兆しが見られましたが、急激な円高など先行き不透明な状況となっておりま

す。一方、世界経済は、中国・インドなどの新興国においては依然として高い経済成長が見られるものの、欧州諸国で

の財政悪化懸念など景気は不安定な状況が続いております。

当社製品と関連の深い国内住宅関連産業におきましては、住宅需要は低金利や住宅減税政策などにより回復の兆

しが見られるものの、新設住宅着工戸数は依然として低水準で推移し、厳しい状況が続きました。一方、自動車関連産

業におきましては、新興国市場の拡大、環境対応車や小型車の伸長などにより、地域差はあるものの世界全体の総自

動車生産台数は回復傾向にあります。しかしながら、特に日系自動車メーカーでは、エコカー補助金終了により予想

される新車販売減や急激な円高など、予断を許さない状況となっております。

このような状況の下、当社グループは新製品の開発、新分野・新市場の開拓、新興国での営業力強化を推進すると

ともに、総力を挙げて受注確保のための営業活動に注力しました。国内における売上は、金属切断用丸鋸が好調とな

り、非住宅関連刃物など総じて堅調に推移し、一方、海外での売上は、米国及びアジア市場を中心に金属切断用丸鋸、

木工用丸鋸及び合板用刃物などが好調に推移いたしました。

この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は33億６千６百万円（前年同期比21.4％増）となりました。

利益面につきましては、営業利益は１億６千４百万円（前年同期は２億５千６百万円の営業損失）となりました

が、円高により営業外費用で為替差損３千万円を計上し、経常利益は１億３千４百万円（前年同期は３億４百万円の

経常損失）、四半期純利益は１億１百万円（前年同期は２億１百万円の四半期純損失）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　日本

国内、海外売上ともに増加し、売上高は31億２千万円となりました。また、売上高の増加により、営業利益は１

億２千１百万円となりました。

②　インドネシア

合板用刃物や木工用丸鋸が増加したことなどにより、売上高は３億３千３百万円、営業利益は１千４百万円

となりました。

③　米国

金属切断用丸鋸や製本紙工用刃物の需要増などにより、売上高は２億７百万円、営業利益は９百万円となり

ました。

④　欧州

金属切断用丸鋸や製本紙工用刃物が増加したことなどにより、売上高は１億９千６百万円、営業利益は１千

８百万円となりました。

⑤　中国

日本向けの売上が増加したことなどにより、売上高は２億２千３百万円、営業利益は１千４百万円となりま

した。

なお、セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高を含めて記載しております。
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(2) キャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期末に比べ１億１

百万円増加し、当第２四半期末には33億７千６百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は４億４千万円（前年同期比24.8％増）とな

りました。これは主に、税金等調整前四半期純利益が１億３千２百万円となり、売上債権の増加で１億１千８百万円

の減少要因があったものの、減価償却費で２億５千２百万円、賞与引当金の増加で２億１千９百万円の増加要因が

あったことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は２億９千９百万円（前年同期比73.9％増）

となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出で１億２千５百万円、関係会社出資金の払込による支出

で１億６千７百万円の支出があったことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は０百万円（前年同期比99.9％減）となりまし

た。これは、自己株式の取得による支出であります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、連結子会社P.T.カネフサインドネシアでは、平成22年６月中旬より始まった

ストライキが当初想定より大幅に長引き、平成22年９月末現在においても解決には至っていない状況となっており

ます。当該子会社の工業用機械刃物の生産能力は３割程度まで低下しており、当社グループとしてはインドネシア

国の労働裁判の結果を待って、速やかに生産体制を回復することが、新たに対処すべき課題となっております。

(4) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間における研究開発費の総額は７千３百万円でありました。なお、当第２四半期連結会計

期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 14,310,000 14,310,000
東京証券取引所
名古屋証券取引所
各市場第二部

 単元株式数

 100株　

計 14,310,000 14,310,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

－ 14,310,000 － 2,142,500 － 2,167,890
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大口興産株式会社 名古屋市昭和区高峯町143番地３ 2,299 16.06

渡邉　裕子 名古屋市昭和区 1,190 8.31

太田　万佐子 名古屋市天白区 1,151 8.04

兼房従業員持株会 愛知県丹羽郡大口町中小口一丁目１番地 921 6.44

渡邉　美奈子 名古屋市昭和区 865 6.04

渡邉  浩 名古屋市昭和区 763 5.33

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社
東京都中央区晴海一丁目８番11号 531 3.71

渡邉　將人 名古屋市昭和区 417 2.92

太田　正志 名古屋市天白区 389 2.72

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 200 1.39

計 － 8,729 61.00

　（注）１．上記のほか、自己株式が409千株あります。

２．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係るものであります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（注）１
普通株式 409,200 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式 13,892,200 138,922同上

単元未満株式 普通株式 8,600 － －

発行済株式総数  14,310,000 － －

総株主の議決権 － 138,922 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権の数２個）が含まれて

おります。

②【自己株式等】

　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

兼房株式会社
愛知県丹羽郡大口町中

小口一丁目１番地
409,200 － 409,200 2.86

計 － 409,200 － 409,200 2.86

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 528 531 540 565 562 540

最低（円） 480 455 471 498 500 488

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,876,549 3,615,024

受取手形及び売掛金 3,832,407 3,601,936

商品及び製品 1,095,430 1,213,911

仕掛品 769,878 734,865

原材料及び貯蔵品 1,386,468 1,328,739

その他 394,490 645,730

貸倒引当金 △33,425 △30,533

流動資産合計 11,321,801 11,109,675

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,898,165 2,969,279

機械装置及び運搬具（純額） 3,039,927 3,402,600

その他（純額） 2,043,845 1,934,268

有形固定資産合計 ※1
 7,981,938

※1
 8,306,149

無形固定資産

のれん － 4,708

その他 144,093 154,514

無形固定資産合計 144,093 159,222

投資その他の資産 ※2
 1,505,866

※2
 1,211,172

固定資産合計 9,631,898 9,676,544

資産合計 20,953,699 20,786,220
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,609,554 1,387,361

未払法人税等 32,167 37,322

賞与引当金 302,817 271,261

その他 716,248 641,190

流動負債合計 2,660,788 2,337,136

固定負債

退職給付引当金 572,938 608,446

役員退職慰労引当金 － 221,002

その他 228,259 7,596

固定負債合計 801,198 837,045

負債合計 3,461,986 3,174,181

純資産の部

株主資本

資本金 2,142,500 2,142,500

資本剰余金 2,167,890 2,167,890

利益剰余金 13,484,765 13,489,971

自己株式 △208,420 △208,361

株主資本合計 17,586,735 17,592,000

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 113,689 151,894

為替換算調整勘定 △208,711 △131,856

評価・換算差額等合計 △95,022 20,038

純資産合計 17,491,713 17,612,038

負債純資産合計 20,953,699 20,786,220
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 5,261,687 6,771,050

売上原価 4,010,726 4,613,330

売上総利益 1,250,961 2,157,719

販売費及び一般管理費 ※1
 1,816,464

※1
 1,885,584

営業利益又は営業損失（△） △565,503 272,134

営業外収益

受取利息 4,392 1,927

受取配当金 11,394 9,462

助成金収入 82,002 6,025

その他 11,526 8,338

営業外収益合計 109,315 25,753

営業外費用

支払利息 286 －

売上割引 12,386 15,489

為替差損 101,742 142,661

その他 376 352

営業外費用合計 114,791 158,503

経常利益又は経常損失（△） △570,979 139,385

特別利益

固定資産売却益 208,957 1,743

保険解約返戻金 71,279 －

特別利益合計 280,236 1,743

特別損失

固定資産売却損 4,539 －

固定資産除却損 2,218 6,272

投資有価証券評価損 － 1,625

役員退職慰労金 83,081 20,397

特別損失合計 89,838 28,294

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△380,581 112,833

法人税等 ※2
 △128,187

※2
 13,781

少数株主損益調整前四半期純利益 － 99,052

四半期純利益又は四半期純損失（△） △252,393 99,052
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 2,772,708 3,366,977

売上原価 2,134,786 2,279,167

売上総利益 637,922 1,087,810

販売費及び一般管理費 ※1
 894,780

※1
 923,489

営業利益又は営業損失（△） △256,858 164,320

営業外収益

受取利息 1,986 1,222

受取配当金 5,037 4,283

助成金収入 23,836 －

その他 7,716 2,013

営業外収益合計 38,577 7,519

営業外費用

支払利息 100 －

売上割引 6,258 6,447

為替差損 79,907 30,247

その他 156 352

営業外費用合計 86,423 37,046

経常利益又は経常損失（△） △304,704 134,793

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 5,024

固定資産売却益 274 △89

投資有価証券評価損戻入益 1,525 －

特別利益合計 1,799 4,935

特別損失

固定資産除却損 1,739 5,852

投資有価証券評価損 － 1,625

特別損失合計 1,739 7,477

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△304,644 132,251

法人税等 ※2
 △102,972

※2
 30,344

少数株主損益調整前四半期純利益 － 101,907

四半期純利益又は四半期純損失（△） △201,671 101,907
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△380,581 112,833

減価償却費 581,352 508,593

のれん償却額 4,708 4,708

退職給付引当金の増減額（△は減少） △72,021 △35,292

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △320,532 △221,002

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,188 31,958

貸倒引当金の増減額（△は減少） 25,683 △5,473

受取利息及び受取配当金 △15,786 △11,389

支払利息 286 －

為替差損益（△は益） 123,882 159,709

保険解約損益（△は益） △71,279 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 1,625

固定資産売却損益（△は益） △204,417 △1,743

売上債権の増減額（△は増加） 556,195 △273,570

たな卸資産の増減額（△は増加） 156,936 △53,179

仕入債務の増減額（△は減少） △395,089 226,997

未払又は未収消費税等の増減額 122,785 △76,201

長期未払金の増減額（△は減少） － 223,968

その他 △13,033 229,304

小計 101,277 821,846

利息及び配当金の受取額 18,370 11,868

利息の支払額 △360 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 95,375 △41,690

営業活動によるキャッシュ・フロー 214,662 792,024

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △500,000

定期預金の払戻による収入 600,000 500,000

有形固定資産の取得による支出 △680,435 △175,880

有形固定資産の売却による収入 315,783 1,743

無形固定資産の取得による支出 △1,224 △3,260

投資有価証券の取得による支出 △16,678 △5,852

投資有価証券の償還による収入 100,000 －

関係会社出資金の払込による支出 － △167,641

貸付けによる支出 △3,500 △5,344

貸付金の回収による収入 2,353 2,829

保険積立金の解約による収入 146,444 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 462,743 △353,404

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △19,204 －

自己株式の取得による支出 △58 △58

配当金の支払額 △69,505 △104,256

財務活動によるキャッシュ・フロー △88,767 △104,315

現金及び現金同等物に係る換算差額 7,579 △72,779

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 596,216 261,524

現金及び現金同等物の期首残高 2,444,886 3,115,024

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,041,103

※1
 3,376,549
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これによる影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．たな卸資産の評価方法 当第２四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出に関しては、実地た

な卸を省略し、前連結会計年度に係る実地たな卸高を基礎として合理的な方

法により算定する方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合

には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等に

著しい変化があるか、または、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められ

た場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっ

ております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

税金費用の計算 税金費用については、主として税金等調整前四半期純利益に一時差異等に

該当しない重要な金額を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しており

ます。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（役員退職慰労引当金）

　当社の役員退職慰労引当金については、従来、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく要支給額を計上

しておりましたが、平成22年６月24日開催の定時株主総会において役員退職慰労金制度の廃止及び在任期間に対応す

る退職慰労金を打ち切り支給することを決議しております。

　これにより、当該総会までの期間に相当する役員退職慰労金額223,968千円を固定負債の「その他」に含めて計上し

ております。

　　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額 17,356,915千円 ※１　有形固定資産減価償却累計額 16,995,783千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 11,889千円 投資その他の資産 23,392千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造運送費     92,995千円

従業員給与 568,983

従業員賞与 45,852

貸倒引当金繰入額 25,568

賞与引当金繰入額 108,568

退職給付費用 42,113

役員退職慰労引当金繰入額 16,247

開発研究費 147,633

減価償却費 67,546

荷造運送費    130,359千円

従業員給与 597,377

従業員賞与 49,180

貸倒引当金繰入額 7,907

賞与引当金繰入額 117,687

退職給付費用 60,802

役員退職慰労引当金繰入額 3,267

開発研究費 147,470

減価償却費 54,354

※２　「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」

を一括して「法人税等」として記載しております。

※２　「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」

を一括して「法人税等」として記載しております。
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造運送費   47,286千円

従業員給与 282,319

貸倒引当金繰入額 25,918

賞与引当金繰入額 78,424

退職給付費用 20,039

役員退職慰労引当金繰入額 4,815

開発研究費 70,602

減価償却費 33,628

荷造運送費   66,026千円

従業員給与 295,832

賞与引当金繰入額 84,894

退職給付費用 29,640

開発研究費 73,573

減価償却費 26,889

※２　「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」

を一括して「法人税等」として記載しております。

※２　「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」

を一括して「法人税等」として記載しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

　 （千円）

現金及び預金勘定 3,241,103

預入期間が３か月を超える定期預金 △200,000

現金及び現金同等物 3,041,103

　

　 （千円）

現金及び預金勘定 3,876,549

預入期間が３か月を超える定期預金 △500,000

現金及び現金同等物 3,376,549
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式 14,310,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式 409,231株

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日

定時株主総会
普通株式 104,256 7.50平成22年３月31日平成22年６月25日利益剰余金 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

　　後となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月１日

取締役会
普通株式 104,255 7.50平成22年９月30日平成22年12月７日利益剰余金 

　
（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

工業用機械刃物事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

インドネシ
ア（千円）

米国
（千円）

オランダ
（千円）

中国
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高         

(1) 外部顧客に対する売

上高
2,172,449256,873122,296221,088 － 2,772,708 － 2,772,708

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
272,49846,445 － － 166,203485,147(485,147)－

計 2,444,948303,318122,296221,088166,2033,257,855(485,147)2,772,708

営業利益又は営業損失

（△）
△244,40534,404 6,021△21,497△27,451△252,927(3,931)△256,858

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

インドネシ
ア（千円）

米国
（千円）

オランダ
（千円）

中国
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高         

(1) 外部顧客に対する売

上高
4,068,404521,406251,461420,415 － 5,261,687 － 5,261,687

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
498,54374,137 － － 309,669882,350(882,350)－

計 4,566,947595,544251,461420,415309,6696,144,038(882,350)5,261,687

営業利益又は営業損失

（△）
△591,26551,573 8,409△19,461△16,910△567,655 2,152△565,503

（注）国または地域の区分は連結会社の所在国によっております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 461,634123,955230,526 33,109 849,225

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 2,772,708

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の
割合（％）

16.6 4.5 8.3 1.2 30.6

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 902,726254,686435,677 55,3141,648,404

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 5,261,687

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の
割合（％）

17.2 4.8 8.3 1.0 31.3

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

(1) アジア インドネシア、中国

(2) アメリカ 米国、チリ

(3) ヨーロッパ ドイツ、スウェーデン

(4) その他の地域ニュージーランド、オーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、総合刃物メーカーとして、国内外で工業用機械刃物の生産、仕入及び販売をしております。海外に

おいてはインドネシア、米国、欧州、中国等の各地域は主として現地法人が担当し、国内及び他の海外地域は

当社が担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う製品について各地域の包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、工業用機械刃物事業について、現地法人別の生産・販売体制を基礎とした地域別セグ

メントから構成されており、「日本」、「インドネシア」、「米国」、「欧州」及び「中国」の５つを報告セ

グメントとしております。各報告セグメントでは、工業用機械刃物及びその関連製品・機械等の生産・販売、

刃物の再研磨サービスを行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
報告セグメント

日本 インドネシア 米国 欧州 中国 計

売上高   　  　  

外部顧客への売上高 5,198,796671,034405,965　 487,637 －　 6,763,432

セグメント間の内部売上

高又は振替高
935,790 89,732 －　 67 396,571　 1,422,161

計 6,134,586760,766405,965　 487,704396,571　 8,185,593

セグメント利益 122,985 55,987 29,125　 33,937 32,875　 274,911

　 　　

 
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

  

　 　

売上高   　  　  

外部顧客への売上高 7,617 6,771,050 －　 6,771,050 　 　

セグメント間の内部売上

高又は振替高
34,8001,456,961△1,456,961　 － 　 　

計 42,4178,228,011△1,456,961　 6,771,050 　 　

セグメント利益 4,091 279,003△6,868　 272,134 　 　
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当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
報告セグメント

日本 インドネシア 米国 欧州 中国 計

売上高   　  　  

外部顧客への売上高 2,657,179301,615207,923　 196,629 －　 3,363,347

セグメント間の内部売上

高又は振替高
463,350 32,259 －　 67 223,077　 718,753

計 3,120,529333,874207,923　 196,697223,077　 4,082,101

セグメント利益 121,358 14,706 9,852　 18,354 14,233　 178,504

　 　　

 
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

  

　 　

売上高   　  　  

外部顧客への売上高 3,630 3,366,977 －　 3,366,977 　 　

セグメント間の内部売上

高又は振替高
17,400 736,153△736,153　 － 　 　

計 21,0304,103,131△736,153　 3,366,977 　 　

セグメント利益 1,079 179,584△15,264　 164,320 　 　

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社の警備・環境整備、

損害保険代理業務などの周辺業務請負事業であります。

　　　２．セグメント利益の調整額の内容は以下のとおりであります。

（千円）
 当第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結会計期間

セグメント間取引消去 △19,107 △28,461

のれんの償却額 △4,709 △2,354

棚卸資産の調整額 17,810 14,011

その他 △862 1,540

合計 △6,868 △15,264

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　　

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,258.32円 １株当たり純資産額 1,266.97円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 18.15円 １株当たり四半期純利益金額 7.12円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △252,393 99,052

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）

（千円）
△252,393 99,052

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,900 13,900

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 14.50円 １株当たり四半期純利益金額 7.33円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △201,671 101,907

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）

（千円）
△201,671 101,907

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,900 13,900

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成22年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額 104,255千円

（ロ）１株当たりの金額 ７円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成22年12月７日

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成21年11月９日

兼房株式会社    

 取締役会 御中　 

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　夏樹　　印

     

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石倉　平五　　印

     

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼房株式会社の平成

21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、兼房株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成22年11月４日

兼房株式会社    

 取締役会 御中　 

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　夏樹　　印

     

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 神野　敦生　　印

     

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼房株式会社の平成

22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、兼房株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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